
 

 

障 害 福 祉 課 

 

障害者支援係・障害者相談係・手当助成係 

 

１ 手帳に関する事項（3.1.2） 

(1) 身体障害者手帳登録者数（令和２年３月31日現在） 

ア 障害程度等級別                          （単位 人) 

区    分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 合計 

登 録 者 数 1,920 818 845 1,354 379 241 5,557 

イ 障害別            （単位 人) 

区     分 登録者数 

視 覚 障 害 336 

聴 覚 障 害 491 

言 語 ・ 平 衡 障 害 85 

肢 体 不 自 由 2,726 

内 

部 

障 

害 
 

心   臓 953 

じ ん 臓 466 

呼 吸 器 100 

小   腸 ６ 

ぼうこう・直腸 322 

免   疫 63 

肝      臓 ９ 

小   計 1,919 

合   計 5,557 

 

(2) 愛の手帳登録者数（令和２年３月31日現在）                 （単位 人) 

区  分 １度 ２度 ３度 ４度 合  計 

18 歳以上 36 287 242 496 1,061 

18 歳未満 ８ 59 75 154 296 

合  計 44 346 317 650 1,357 

 

(3) 精神障害者保健福祉手帳登録者数（令和２年３月 31 日現在）（単位 人) 

区  分 １級 ２級 ３級 合計 

登録者数 124 1,016 848 1,988 

 

２ 手当・年金・医療費等に関する事項（3.1.2） 

(1) 特別障害者手当等（国制度）             令和２年３月 31 日現在 

手当の名称 手当月額（円） 支給延べ件数(件) 受給者数(人) 

特 別 障 害 者 手 当 27,200 2,427 202 

障 害 児 福 祉 手 当 14,790 881 81 

福祉手当（経過措置） 14,790 72 ６ 

合   計 3,380 289 

 

 

 



 

 

(2) 心身障害者福祉手当                    令和２年３月 31 日現在 

区分 支 給 対 象 手当月額（円） 受給者数(人) 

都
制
度 

20 歳以上 
身体障害１・２級、知的障害１～３度 

脳性麻痺
ひ

・進行性筋萎縮症 

15,500 1,618 

市
制
度 

20 歳未満 
身体障害１・２級、知的障害１～３度 
脳性麻痺・進行性筋萎縮症 

20 歳以上で都制度非該当者 

6,500 178 

身体障害３・４級、知的障害４度 5,500 1,302 

合       計 3,098 

 

(3) 重度心身障害者福祉手当（都制度） 令和２年３月 31 日現在 

手当月額 60,000 円 受給者数 143 人 

※手当は東京都の直接支給 

 

(4) 難病者福祉手当（市制度） 令和２年３月 31 日現在 

手当月額 5,500 円 受給者数 1,294 人 

 

  (5) 東京都心身障害者扶養年金等 令和２年３月 31 日現在 

   ア 扶養年金         （単位 人） 

加 入 者 受 給 者 

 129  50 

   イ 扶養共済        （単位 人） 

加 入 者 受 給 者 

  27  ０ 

 

 (6) 身体障害者更生医療給付（入院・通院の合計人数） 

   給付人数 166 人 

 

 (7) 心身障害者医療費助成（マル障） 

ア 受給者数（令和２年３月 31 日現在） 

    国民健康保険 802 人 社会保険 525 人 後期高齢者医療広域連合 253 人 合計 1,580 人 

イ 現金給付 1,207 件 

ウ 高額医療費支給 118 件 

 

(8) 難病医療費等助成 

申請書等取扱件数 2,710 件 

 

(9) 原子爆弾被爆者援護 

申請書等取扱件数 20 件 

 

 



 

 

３ 障害支援区分認定に関する事項（3.1.2） 

(1) 障害支援区分認定審査会 

ア 委員 身体障害・知的障害・精神障害の各分野に関する有識者 15人 

  ※根拠法令：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、西東京市障害支援区

分認定審査会の委員の定数等を定める条例 

イ 合議体数 ３合議体 

ウ 審査会開催回数 24回 

エ 審査判定件数 249件（身体障害者45件・知的障害者167件・精神障害者35件・難病患者２件） 

オ 審査判定結果 

身体障害者 （単位 件） 

二次判定 

一次判定 
非該当 １ ２ ３ ４ ５ ６ 合計 

非該当 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

１ ０ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ２ 

２ ０ ０ ６ ０ ０ ０ ０ ６ 

３ ０ ０ ０ ９ ０ ０ ０ ９ 

４ ０ ０ ０ ０ ４ ０ ０ ４ 

５ ０ ０ ０ ０ ０ ８ １ ９ 

６ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 15 15 

合 計 ０ ２ ６ ９ ４ ８ 16 45 

 

知的障害者 （単位 件） 

  二次判定 

一次判定 
非該当 １ ２ ３ ４ ５ ６ 合計 

非該当 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

１ ０ ５ ０ ０ ０ ０ ０ ５ 

２ ０ ０ 15 ０ ０ ０ ０ 15 

３ ０ ０ ０ 35 １ ０ ０ 36 

４ ０ ０ ０ ０ 34 ３ ０ 37 

５ ０ ０ ０ ０ ０ 32 ７ 39 

６ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 35 35 

合 計 ０ ５ 15 35 35 35 42 167 

 

精神障害者 （単位 件） 

  二次判定 

一次判定 
非該当 １ ２ ３ ４ ５ ６ 合計 

非該当 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

２ ０ ０ 25 ０ ０ ０ ０ 25 

３ ０ ０ ０ ８ ０ ０ ０ ８ 

４ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ １ 

５ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ １ 

６ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

合 計 ０ ０ 25 ８ １ １ ０ 35 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

    難病患者                                         （単位 件） 

  二次判定 

一次判定 
非該当 １ ２ ３ ４ ５ ６ 合計 

非該当 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

２ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０ ２ 

３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

４ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

５ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

６ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

合 計 ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０ ２ 
 

(2) 医師意見書依頼件数 

主治医243件 協力医６件 

 

４ 地域自立支援協議会に関する事項（3.1.2） 

(1) 西東京市地域自立支援協議会 

委員 学識経験者３人、保健及び医療関係者２人、障害者施設関係者４人、雇用関係機関１人 

    教育関係者２人、地域福祉関係者４人 

※根拠法令：西東京市地域自立支援協議会設置要綱 

 

(2) 相談支援部会 

ア 委員 障害者施設関係者 15 人 

イ 会議の開催 ４回（令和元年５月 17 日、７月 12 日、11 月 15 日、令和２年１月 17 日） 

ウ 主な審議事項 精神障害者への家事援助の支給について、自立生活援助・居住支援事業等新規サー

ビスの勉強会、障害福祉サービスと介護保険サービスの併用について（居宅介護支援

事業者分科会との合同開催）、災害時の対応について（避難行動要支援者個別計画等） 

 

 (3) 権利擁護部会 

ア 委員 権利擁護関係者３人、民生委員・児童委員１人、障害福祉サービス事業所関係者４人 

イ 会議の開催 １回（令和２年１月 20 日） 

ウ 主な審議事項 障害者虐待の現状について、障害者虐待防止・障害者差別解消法の普及啓発につい 

   て 

 

５ 自立支援給付に関する事項（3.1.2） 

(1) 介護給付費・訓練等給付費 

サービスの種類 件 数（件） 利用実人数（人） 

居 宅 介 護 1,217 105 

重 度 訪 問 介 護 491 30 

行 動 援 護 175 16 

同 行 援 護 424 43 

療 養 介 護 233 20 

生 活 介 護 3,861 334 

短 期 入 所 1,017 141 

施 設 入 所 支 援 1,705 148 

共同生活援助（グループホーム） 2,459 234 

自 立 訓 練 （ 機 能 訓 練 ） ６ １ 

自 立 訓 練 （ 生 活 訓 練 ） 372 45 

宿 泊 型 自 立 訓 練 30 ３ 

就 労 移 行 支 援 858 131 

就 労 継 続 支 援 Ａ 型 228 22 



 

 

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 4,967 467 

就 労 定 着 支 援 153 19 

地 域 移 行 支 援 17 ２ 

自 立 生 活 援 助 １ １ 

計 画 相 談 支 援 2,833 1,008 

合 計 21,047 2,770 

 

(2) 障害児通所給付費 

サービスの種類 件 数（件) 利用実人数（人） 

児 童 発 達 支 援 2,214 246 

医 療 型 児 童 発 達 支 援 ２ ２ 

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 5,039 313 

保 育 所 等 訪 問 支 援 １ １ 

障 害 児 相 談 支 援 530 171 

合 計 7,786 733 

 

(3) 身体障害者（児）補装具給付事業費                 （単位 件） 

区 分 購入件数 修理件数 合 計 

義 肢 ５ ７ 12 

装 具 119 62 181 

座 位 保 持 装 置 17 12 29 

盲 人 安 全 つ え 12 ０ 12 

眼 鏡 ７ ０ ７ 

補 聴 器 56 43 99 

車 椅 子 22 39 61 

電 動 車 椅 子 ７ 32 39 

そ の 他 15 ０ 15 

合 計 260 195 455 

 

６ 地域生活支援事業に関する事項（3.1.2、3.1.9） 

 (1) コミュニケーション支援                  

ア 手話通訳者等の派遣（令和２年３月31日現在）                 （単位 人） 

派遣 
利用登
録者数 

事 由 別 派 遣 延 べ 人 数 

通院等 届出等 
福 祉 
相談等 

就業 
関係 

住居 
関係 

教育 
関係 

文化・ 
ｽﾎﾟｰﾂ 

地 域 
活動等 

合 計 

手話通訳者 65 95 ６ ４ ６ 23 80 13 20 247 

要約筆記者 24 ０ ０ ４ １ ６ ６ ８ ０ 25 

 

   イ 手話通訳者の設置 

 
延べ利用者数 

（人） 
利用時間 
（分） 

内容（件） 

障害福祉課 その他 

田 無 庁 舎 ６ 72 ２ １ 

保 谷 庁 舎 10 403 ５ ３ 

※田無庁舎 毎月第３金曜日午後１時から午後５時まで 

※保谷庁舎 毎月第１水曜日午後１時から午後５時まで 

 

   ウ 手話ミニ講座 



 

 

   (ア)  日 程 令和２年１月10日、17日、24日、31日 

   (イ)  場 所 イングビル 

   (ウ)  受講者 15人 

   (エ)  内 容 手話を初めて学ぶ方向けの日常生活で使える手話講座 

 

   エ 手話講習会 

ク ラ ス 初    級 中    級 上    級 通訳養成 試験対策 

修 了 者 数 （ 人 ） 21 24 16 10 ２ 

講習時間数（時間） 66 66 66 66 72 

 

 (2) 日常生活用具給付                          （単位 件） 

種 目 品 目 件 数 

介 護 ・ 訓 練 支 援 用 具 

特 殊 寝 台 ４ 

特 殊 マ ッ ト １ 

移 動 用 リ フ ト １ 

自 立 生 活 支 援 用 具 

入 浴 補 助 用 具 ６ 

歩 行 補 助 つ え ３ 

頭 部 保 護 帽 ４ 

移 動 ・ 移 乗 支 援 用 具 ５ 

特 殊 便 器 １ 

聴 覚 障 害 者 用 屋 内 信 号 装 置 １ 

在 宅 療 養 等 支 援 用 具 

ネ ブ ラ イ ザ ー （ 吸 入 器 ） ３ 

電 気 式 た ん 吸 引 器 11 

透 析 液 加 温 器 １ 

情報・意思疎通支援用具 

携 帯 用 会 話 補 助 装 置 １ 

視覚障害者用ポータブルレコーダー ６ 

視 覚 障 害 者 用 拡 大 読 書 器 ４ 

盲 人 用 時 計 ６ 

聴 覚 障 害 者 用 通 信 装 置 ２ 

人 工 喉 頭 ４ 

情 報 ・ 通 信 支 援 用 具 ３ 

点 字 図 書 １ 

排 泄 管 理 支 援 用 具 

蓄 便 袋 2,799 

蓄 尿 袋 803 

紙 お む つ 508 

居 宅 生 活 動 作 補 助 用 具 小 規 模 改 修 ３ 

合    計 4,181 

  

(3) 移動支援 

 ア 移動支援事業 

 身体介護 
伴  う 

身体介護 
伴わない 

合  計 

知 的 障 害 者 
年間利用実人数（人） 20 217   237 

年間利用時間数（時間） 3,810 31,866 35,676 

精 神 障 害 者 
年間利用実人数（人） ４ ４    ８ 

年間利用時間数（時間） 491   167.5  658.5 

児   童 
年間利用実人数（人） 15  58  73 

年間利用時間数（時間） 1,238.5 4,135 5,373.5 



 

 

身 体 障 害 者 
年間利用実人数（人） ２ ０ ２ 

年間利用時間数（時間） 613 ０ 613 

 

イ 知的障害者（児）移動支援従業者養成研修 

    知的障害者（児）移動支援従業者の確保及び支援の質の向上を目的とし、人材育成のための研修の 

   実施 

（ア）日 程 第１回 令和元年７月 29 日、30 日、31 日  

      第２回 令和元年 10 月 21 日、22 日、23 日 

  (イ) 場 所 イングビル 

    (ウ) 受講者 第１回 ９人、第２回 ７人 

   (エ) 修了者 第１回 ９人、第２回 ７人 

     (オ) 内 容 専門知識を有する講師の講義及び演習 

 

(4) 地域活動支援センター事業 

ア 地域活動支援センター・ハーモニー(精神) 

令和２年３月31日現在 
登録者数（人） 

利用延べ人数（人） 相談延べ件数（件） 

181 6,580 10,092 

イ 保谷障害者福祉センター(身体)                      (単位 人) 

令和２年３月31日現在 
利用契約者数 

利用延べ人数 送迎利用延べ人数 相談延べ人数 

88 5,648 9,233 1,484 

 

（ア）高次脳機能障害者支援促進事業 

     相談件数 364件 

     市民向け勉強会 １回開催（令和２年２月８日) 

 

ウ 地域活動支援センター・ブルーム(知的)   

令和２年３月31日現在 
登録者数（人） 

利用延べ人数（人） 相談延べ件数（件） 

44 842 428 

 

 (5) 日中一時支援 

利 用 実 人 数 （人） 105 

延べ利用回数 

（回） 

１/４日（４時間以下） 4,963 

１/２日（４時間超～８時間以下） 1,029 

３/４日（８時間超） 75 

 

(6) 生活サポート 

利 用 実 人 数 ( 人 ） 15 

利用延べ時間数(時間) 898.5 

 

(7) スポーツ支援 

ア 障害者スポーツ支援事業 （単位 人） 

参 加 者 実 人 数 46 

参 加 者 延 べ 人 数 313 

イ 障害者水泳教室     （単位 人） 

参 加 者 実 人 数 14 

参 加 者 延 べ 人 数 93 



 

 

７ 保谷障害者福祉センターに関する事項（3.1.9） 

施設貸出し利用延べ人数 2,919人 

 

８ 在宅サービスに関する事項（3.1.2、3.1.9） 

 (1) 重度脳性麻痺者介護人派遣 

令和２年３月 31 日現在対象人数（人） 延べ回数（回） 

１ 144 

 

(2) 施設緊急一時保護 

利用実人数（人） 利用日数（日） 

13 187 

 

(3) 住宅設備改善費給付 

  中規模改修 ２件 

 

(4) ハンディキャブけやき号（１号車・２号車・３号車）運行 

ア 利用者数           （単位 人） 

利 用 実 人 数   228 

内

訳 

車 椅 子 利 用 者   194 

重 度 視 覚 障 害 者    26 

歩 行 困 難 者    ８ 

 

イ 利用事由 

事 由 別 運 行 延 べ 回 数 （回） 運行時間 

（時間） 
通院・ 
訓練等 

相談・ 
判定等 

施設訪問・ 
見学等 団体事業等 社会参加等 

市民生活維持・ 
向上等 合 計 

1,332 １ ２ 118 177 180 1,810 5,895 

 

  (5) 障害者就労支援事業（令和２年３月31日現在）   （単位 人） 

施設名 登録者数 一般就労者数 

就 労 支 援 セ ン タ ー 一 歩 334 259 

 

９ 各種助成・日常生活援助に関する事項（3.1.2） 

(1) 各種助成                     （単位 人） 

 事    業    名 申請者（対象者）数 

身 体 障 害 者 用 自 動 車 改 造 費 助 成     ６ 

心身障害者自動車運転教習費補助金     ２ 

心 身 障 害 者 自 動 車 燃 料 費 助 成   1,192 

心 身 障 害 者 タ ク シ ー 料 金 助 成   2,148 

※心身障害者自動車燃料費助成・タクシー料金助成は令和２年３月 31 日現在の対象者数 

 

(2) 日常生活援助 

事    業    名 利用実人数（人） 延べ件数（件） 

重度心身障害者巡回入浴サービス   ８   289 

福 祉 電 話 貸 与 ・ 助 成   20    251 

緊 急 通 報 シ ス テ ム   ６  

 

 



 

 

10 精神障害者に関する事項（3.1.2） 

 (1) 精神障害者保健福祉手帳等申請件数                        （単位 件） 

内     容 新規 更新 変更 その他 合計 

精 神 障 害 者 保 健 福 祉 手 帳 332 868 209 30 1,439 

 自 立 支 援 医 療( 精 神 通 院 ） 510 3,459 1,891 52 5,912 

医 療 費 助 成 制 度 （ 都 ） 222 285 97 ３ 607 

小児精神障害者入院医療費助成制度 ３ ０ ０ ０ ３ 

精 神 障 害 者 都 営 交 通 乗 車 証 241 53 ２ ９ 305 

 

(2) 相談等受付延べ件数           （単位 件） 

社会復帰施設等の利用に関する相談等 7,057 

精神保健福祉相談（一般相談） 11,704 

合     計 18,761 

 

11 知的障害者更生施設建設費助成に関する事項（3.1.2） 

  助成件数 １件（わかばの家） 

 

12 有償ボランティア輸送運営協議会に関する事項（3.1.2） 

西東京市有償ボランティア輸送運営協議会委員（学識経験者１人、国土交通省関東運輸局東京運輸支

局長の指名する職員１人、バス・タクシー等交通機関事業者及び運転者の代表者等３人、西東京市内

の社会福祉法人・ＮＰＯ等の代表者１人、福祉有償運送の利用者１人、西東京市職員３人） 

※根拠法令：西東京市有償ボランティア輸送運営協議会設置要綱 

 

13 障害者団体補助金に関する事項（3.1.2）            令和２年３月31日現在 

団   体   名 会員数（人） 補助金額（円） 

 田無手をつなぐ親の会 118 351,000 

 西東京市保谷手をつなぐ親の会 84 332,000 

 西東京市田無身体障害者福祉協会 26 202,869 

 西東京市保谷身体障害者福祉協会 45 100,000 

 西東京市聴覚障害者協会 26 69,038 

 西東京市障がい者福祉をすすめる会 15 2,688,000 

 ほうやおもちゃ図書館 382 150,000 

 西東京市精神障害者家族会「小鳩会」 30 47,000 

 特定非営利活動法人 自立生活企画 55 1,750,000 

 特定非営利活動法人 生活援助為センター 51 1,750,000 

 さーくる縁 68 50,000 

※西東京市障がい者福祉をすすめる会の会員数欄は団体数、さーくる縁の会員数欄は家族数 

 

14 障害者週間等事業に関する事項（3.1.2） 

(1) 市内障害者作業所・福祉団体パネル展示等の開催 

ア 日 時 令和元年 12 月６日 午前 11 時から午後４時まで 

イ 場 所 田無駅北口アスタ２階センターコート 

ウ 内 容 

（ア）作業所・福祉団体の活動内容紹介パネル展示、手芸・陶芸等作品展示 

（イ）手作り品等（作業所通所障害者の製作品）販売 

  

(2) 講演会の開催 

  『働く幸せ実現のために「社員から教わったこと」』 

ア 日 時 令和元年 12 月７日 午後２時から午後４時まで 

イ 場 所 コール田無 多目的ホール 



 

 

ウ 参加者 69 人 

エ 講 師 大山隆久氏（日本理化学工業(株) 代表取締役社長） 

 

15 日中活動系サービス推進事業に関する事項（3.1.2） 

施設名 事業種別 利用定員（人） 補助対象者数（人） 

サンワーク田無 就労継続支援Ｂ型 20 240 

さくらの園 

生活介護 

就労移行支援 

就労継続支援Ｂ型 

80 922 

たなし工房 就労継続支援Ｂ型 20 240 

ほうや福祉作業所 就労継続支援Ｂ型 40 480 

富士町作業所 就労継続支援Ｂ型 40 480 

コミュニティルーム友訪 就労継続支援Ｂ型 20 240 

ワークステーションウーノ 就労継続支援Ｂ型 35 371 

どろんこ作業所 生活介護 20 240 

パッソ西東京 就労継続支援Ｂ型 20 240 

西東京市生活介護事業所くろ

ーばー 
生活介護 40 480 

ラシーネ西東京 
生活介護 

就労継続支援Ｂ型 
30 214 

ＹＬひばりが丘カレッジ事業

所 
自立訓練 20 240 

ＩＯＮ第１事業所 

生活介護 

就労移行支援 

就労継続支援Ｂ型 

30 148 

ＹＬひばりが丘工房 就労継続支援Ｂ型 20  28 

※利用定員は令和２年３月１日現在（ただし、重症心身障害児（者）通所事業助成費対象者を除く。） 

※補助対象者数は各月初日の在籍者数（利用定員以内）の合計 

 

16 障害者グループホーム等防火設備整備助成事業に関する事項（3.1.2） 

 助 成 件 数（件）     １ 

 補 助 金 額（円） 10,000 

 

17 相談支援センター事業に関する事項（3.1.2、3.1.9） 

相談件数及び活動回数 

 身 体 知 的 精 神 発 達 その他 合 計 

相談総件数(件) 26 94 297 44 70 531 

延べ活動回数(回) 614 2,221 7,017 1,039 1,654 12,545 

 

18 普及啓発・地域交流事業に関する事項（3.1.2、3.1.9） 

 (1) 講演会の開催 

ア 「超高齢化社会における精神科医療」について 

(ア) 日 時 令和２年２月５日 午後３時から午後５時 15 分まで 

   (イ) 場 所 障害者総合支援センター ３階多目的室 

   (ウ) 参加者 76 人 



 

 

(エ) 講 師 野村俊明氏（日本医科大学 基礎科学主任 医療心理学教室 教授） 

 

(2) 養成講座の開催 

 ア 障害者サポーター養成講座（初級編） 

(ア)  日程及び場所 

 

 

 

 

 

 

 

(イ)  参加者 31 人 

  （ウ）内 容 ヘルプカード及びヘルプマークについて知ってもらう。 

 

 イ 障害者サポーター養成講座（中級編） 

(ア)  日程及び場所 

 

 

 

(イ)  参加者 19 人 

  （ウ）内 容 初級編受講者を対象に障害特性について知識を深めてもらう。 

 

 (3) 障害者差別解消法職員研修 

  ア 新規採用職員研修 

(ア) 日 程 第１回 平成 31 年４月３日 

    第２回 令和元年７月２日 

(イ) 場 所 田無庁舎 

     (ウ) 参加者 第１回 47 人 

第２回 ３人 

  イ 新任課長研修 

   (ア) 日 程 令和元年５月 22 日 

(イ) 場 所 田無庁舎 

   (ウ) 参加者 14 人 

  ウ 障害者差別解消法研修 

(ア) 日 程 第１・２回 令和元年 11 月 14 日 

         第３・４回 令和元年 11 月 19 日 

(イ) 場 所 第１・２回 田無庁舎 

         第３・４回 保谷庁舎 

(ウ) 参加者 第１回 16 人 

第２回 15 人 

            第３回 23 人 

第４回 16 人

 令和元年 ５月 25 日  新町福祉会館 

６月 22 日  保谷駅前公民館 

９月 28 日  谷戸公民館 

10 月 26 日  保谷障害者福祉センター 

令和２年 １月 25 日  芝久保公民館 

２月 22 日  保谷駅前公民館 

 令和元年 ７月 27 日  保谷障害者福祉センター 

11 月 23 日  ひばりが丘公民館 



 

 

19 障害者総合支援センター事業に関する事項（3.1.9） 

 (1) 指定管理料 167,636,744 円 

 (2) 利用状況 

施設名 
時間帯別利用件数(件) 利用可能 

件数 

(件) 

利用率 

(％) 

延べ利用

者数 

(人) 

利用可能

日数 

(日) 

一日平均

利用者数 

(人) 午前 午後 夜間 計 

会議室Ａ 187 220 182   589   927 63.5 8,392 309 27.2 

会議室Ｂ 208 208 117   533   927 57.5 4,771 309 15.4 

会議室Ｃ 186 183 155   524   927 56.5 4,587 309 14.8 

多目的室 266 287 253   806   927 86.9 20,087 309 65.0 

合 計 847 898 707 2,452 3,708 66.1 37,837  122.4 

 ※利用率＝（利用件数／利用可能件数）×100 

  ※市及び指定管理者主催事業を含む。 

 (3) 交流スペース・作品展示スペース・利用者用インターネット端末の利用状況 

施 設 名 利用件数(件) 利用日数(日) 

交 流 ス ペ ー ス ０ ０ 

作 品 展 示 ス ペ ー ス ０ ０ 

利用者用インターネット端末 83 82 

 

20 中等度難聴児発達支援事業（3.1.2） 

 (1) 高度難聴用耳かけ型補聴器 ３件 

  (2) 骨導式ポケット型補聴器    ０件 

 

21 同行援護従事者養成研修事業（3.1.2） 

  視覚障害者の外出の付き添いを行う同行援護従業者（ガイドヘルパー）を養成する研修の実施 

 (1) 日 程 令和元年 11 月 16 日、17 日、24 日、30 日、12 月１日 

 (2) 場 所 障害者総合支援センターほか 

 (3) 受講者 ７人 

 (4) 修了者 ６人 

 (5) 内 容 専門知識を有する講師の講義及び公共交通機関等における演習 


